
東京一極集中また拡大   
 

 写真は大阪日日新聞 2 月 1 日。他紙では見過ごしていたが、1・2 面を使い、大きく

報じている。最近の人口動向、安倍政権による「地方創生」政策を評価するうえで重要

な統計だ。抜粋して紹介したい。 

 リードから―総務省が 31 日公表した

外国人を含む 2018 年の人口移動報告に

よると、東京圏（埼玉・千葉・東京・神

奈川）は転入者が転出者を 13 万 9868 人

上回る「転入超過」となった。前年より

1 万 4338 人多く、一極集中が拡大した。

日本人に限れば 23 年連続の転入超過。

全市町村の 72.1%は人口流出を意味する

「転出超過」で、東京圏の転入超過を 20

年に解消する目標を掲げた安倍政権の看

板政策「地方創生」の効果が見えない。 

 東京圏の転入超過は、進学や就職の時

期を迎える 15～29 歳が 12 万 7393 人に

上った。政府関係者は「堅調な景気を背景に企業の求人も増え、待遇も向上しているた

め、地方から人が集まっているのではないか」とみている。 

建設用大型クレーンが林立する東京都臨海部。ここを中心に新設される五輪の選手村

や有明アリーナなどの競技会場は、来年春ごろまでの順次完成が見込まれる。工事が大

詰めを迎える中、建設作業員などの人手不足は深刻で、地方からの人口流入の一因とさ

れる。「五輪関連工事に加え、都内各地では再開発やホテル建設のラッシュで、作業員

の需要は増え続けている」と国土交通省担当者。サービス業では、五輪前に新規開業す

る都心エリアのホテルなどの人材がとくに足りていない

という。 

競技会場のお膝元である人口約 50 万人の江東区は、住

宅地としても人気のエリアだ。近年ではタワーマンショ

ンも急増し、右肩上がりの人口増が続く。区の職員は「住

宅の開発が可能な土地は残っており、五輪後も人口流入

の傾向は変わらないだろう」とみる。 

自治体の人口減少対策の 5 カ年計画である地方版総合戦略は、19 年度が最終年度。

この間、移住者の増加などに成功したケースもある。だが、多くの自治体は人口流出に

歯止めがかからない状況が続く。 

                            (2019 年 2 月 15 日) 


